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１．16年12月期の連結業績（平成16年１月１日～平成16年12月31日）１．16年12月期の連結業績（平成16年１月１日～平成16年12月31日）１．16年12月期の連結業績（平成16年１月１日～平成16年12月31日）１．16年12月期の連結業績（平成16年１月１日～平成16年12月31日）
 (1)連結経営成績 (1)連結経営成績 (1)連結経営成績 (1)連結経営成績 百万円未満を切捨てて表示しています。

百万円 % 百万円 % 百万円 %
16 年 12 月期 ( ) ( )  ( )

15 年 12 月期 ( ) ( )  ( )

百万円 %  円 銭 円 銭 % % %
16 年 12 月期 ( )  - -
15 年 12 月期 ( )  - -
（注）①持分法投資損益  25 百万円   △18 百万円
      ②期中平均株式数（連結）
      ③会計処理方法の変更     無
      ④売上高､営業利益､経常利益､当期純利益におけるパーセント表示は､対前期増減率

 (2)連結財政状態 (2)連結財政状態 (2)連結財政状態 (2)連結財政状態

百万円 百万円 %  円 銭
16 年 12 月期  
15 年 12 月期  
（注）  期末発行済株式数（連結）

 (3)連結キャッシュ・フローの状況 (3)連結キャッシュ・フローの状況 (3)連結キャッシュ・フローの状況 (3)連結キャッシュ・フローの状況

百万円  百万円  百万円  百万円
16 年 12 月期
15 年 12 月期

 (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
      連結子会社数 9 社 持分法適用連結子会社数 - 社 持分法適用関連会社数 2 社

 
 (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
      連結（新規）- 社 (除外) - 社 持分法（新規） - 社 (除外) - 社

２．17年12月期の連結業績予想（平成17年1月１日～平成17年12月31日）２．17年12月期の連結業績予想（平成17年1月１日～平成17年12月31日）２．17年12月期の連結業績予想（平成17年1月１日～平成17年12月31日）２．17年12月期の連結業績予想（平成17年1月１日～平成17年12月31日）

百万円  百万円 百万円
中 間 期
通 期
（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 12円63銭   
　（注） 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報にもとづき作成したものであり、 
         実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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　当社の企業集団は、当社、子会社9社及び関連会社2社で構成され、主な事業内容と当社グループ
の位置付けは、次のとおりであります。

光ファイバーケーブル等の屋外工事、ＩＰネットワーク工事、移動通信
設備工事の設計・施工・保守を行っております。
また、ＬＡＮ／ＷＡＮ等のネットワークの構築、システム設計ほかＣＡ
ＴＶ設備等の設計・施工・保守を行っております。

地下管路工事などの通信土木工事やＣＣボックス、下水道等の土木工事
の設計・施工・保守を行っております。

ＯＡ機器の販売・セットアップ、安全器工具の製造・販売、情報通信工
事用資材の販売を行うほか、ソフトウェアの開発及び販売を行っており
ます。

住宅販売などの不動産関連事業のほか警備業・運送業・リース業を行っ
ております。

　　　　以上、述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

情報通信・土木工事
情報通信・土木工事
情報通信・土木工事
情報通信・警備業
情報通信工事

光和エンジニアリング㈱情報通信工事
㈱シー・エス・シー中国リース業・警備業

情報通信工事用資材の販売

リース業・運送業
情報通信工事
ソフトウェア開発等

（注）１. 関連会社２社は、共に持分法適用会社であります。
　　　２. ㈱松陽建設、㈱ヒロツウ、光和エンジニアリング㈱の３社は、平成１６年１２月３１日をもって
　 　　 　解散いたしました。

企企企企 業業業業 集集集集 団団団団 のののの 状状状状 況況況況

得　　　　意　　　　先

【その他の事業】

【 建 設 事 業 】

【 販 売 事 業 】

情報通信工事

土 木 工 事

－２－

中 国 通 信 資 材 ㈱
㈱ 電 通 資 材
㈱ ネ オ ・ セ ッ ク
㈱ ハ イ エ レ コ ン
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社

関
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友 和 工 業 ㈱
成 建 工 業 ㈱
㈱ 松 陽 建 設
㈱ ヒ ロ ツ ウ
アイネット通信㈱

情 報 通 信 工 事

土 木 工 事

ソフトウェア開発
ＯＡ機器の販売等

不 動 産 関 連 事 業



　経　　営　　方　　針　経　　営　　方　　針　経　　営　　方　　針　経　　営　　方　　針

１.経営の基本方針１.経営の基本方針１.経営の基本方針１.経営の基本方針

２.利益配分に関する基本方針２.利益配分に関する基本方針２.利益配分に関する基本方針２.利益配分に関する基本方針

３.経営環境と対処すべき課題３.経営環境と対処すべき課題３.経営環境と対処すべき課題３.経営環境と対処すべき課題

　　　る。

　当社は、「お客さまからの信頼を最優先に、時代の変化に即応し、先進の技術と豊かな創
造力により、地域社会の発展に貢献します」を企業理念とし、情報ネットワークや情報シス
テムの構築等既存の事業運営に加え、ＩＴ事業・ソリューションビジネスの積極的展開など
「地域密着ビジネス」の拡大によりお客さまから信頼され、存在価値のある会社を目指した
事業活動を推進してまいります。

  利益配分につきましては、財務体質の強化と事業領域の拡大等に必要な内部留保に努める
とともに、安定した株主配当を継続して行うことを基本的な方針としております。
  なお、内部留保につきましては、新規事業に必要な設備投資・人材の育成・施工環境の改
善・広報活動の展開等経営基盤の強化に活用する予定であります。

　情報通信分野におきましては、ブロードバンドアクセスサービスの本格的普及に向けて設
備投資の拡大が期待できますが、ブロードバンド市場においては、通信事業者間の価格及び
サービス競争が熾烈化しており、当社を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が想定さ
れます。
　このような状況のなかで、経営基盤を強化し、「情報通信技術で夢をつなぐソルコム」の
実現に向け、

　(1) 技術の進歩等により熾烈な競争に突入している時代の変化に対応するため、社員
　　  一人ひとりが自ら「意識改革」を図り、ソルコムグループ会社全体の「社風改革」
　　　に取り組む。

　(2) ソルコムグループ会社が一体となってＣＳ活動や保守サービスなど新たなサービス
　　  メニュー提供を通じて、地域のお客さまのニーズを積極的に掘り起こす地域密着型
　　　ビジネスの更なる充実・強化を図る。

　(3) グループ内各社間の役割見直しによる効率的事業運営体制の構築、ＩＴ関連など高
　　　い成長が見込まれる分野への経営資源のシフト、各種ツールを活用した業務の効率
　　　化・経費の削減等を推進する。

　(4) お客さまの信頼確保と企業経営の原点である安全確保と品質向上については、「過
　　  去の事故事例に学ぶ」・「目線を合わせた対話」を基本とした、各種施策を実践す

などの施策を推進し、総合エンジニアリング企業として、収益構造及び財務体質の強化を
図り、確固たる経営基盤を確立してまいります。

－３－



４.コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況４.コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況４.コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況４.コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

  (1) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

  (2) コーポレートガバナンスの施策の実施状況

　 また、監査役４名のうち、監査の実効性を高め、より客観的な意見表明が期待できる

　 効性の確保に努めております。

⑤ 顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合、適時アドバイスを受けております。

　 イスを受けております。

　 ま情報の保護、セキュリティ保護の徹底に努めております。

　 得に取り組んでおります。

　当社は、法令の遵守に基づく企業理念の重要性を認識するとともに、経営環境の変化に対
応した意思決定の迅速化と、経営の効率性及び透明性を向上し、企業価値を高めることを基
本的方針としております。
　その実現のために、現在の株主総会、取締役会、経営会議、監査役会、会計監査人など法
律上の機能制度を一層強化・改善・整備しながら、コーポレートガバナンスを充実させてい
きたいと考えております。

① 取締役会は、定例取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、法令で定めら
　 れた事項や経営の基本方針及び業務執行に関する重要事項を決定するとともに、業務
　 執行の状況を逐次監督しております。
　 なお、社外取締役２名を選任しております。

② 監査役制度を採用しており、監査役は、取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職
　 務執行を監査するほか、内部監査を定期的に実施し、結果を経営会議に報告するなど
　 監査機能の充実を図っております。

　 社外監査役を２名選任しております。
　 なお、社外監査役は、当社との人事、資金、技術及び取引等の関係はありません。

③ 執行役員制度を導入し、取締役会の意思決定及び監督機能と業務執行機能を明確に区
　 分することにより、経営環境の変化に迅速に対応できる体制を整えております。

④ 内部監査は、監査室が計画的な監査を実施しており、監査結果に対し改善事項の指摘
　 ・指導を行うとともに、改善の進捗状況を定期的に報告させることにより、監査の実

　 また、会計監査人には会計監査のほか、重要な会計的課題について随時相談しアドバ

⑥ 法令遵守につきましては、コンプライアンスの強化・徹底を推し進めるため、「情報
　 セキュリティ委員会」を発足させ、各種研修会やセキュリティ監査を実施し、お客さ

　 また、「個人情報保護法」の全面施行に対処するため、「プライバシーマーク」の取

－４－



１．経営成績１．経営成績１．経営成績１．経営成績

  (当期の概況)  (当期の概況)  (当期の概況)  (当期の概況)

　　①現場力強化に向けた技術力・管理能力向上施策の推進
　　②お客さまとの接点を切口とした地域密着ビジネスの展開
　　③市場環境の変化に対応した組織改革と効率的業務運営の実践
　　④過去の事故事例を教訓としたＡ＆Ａ事例集や各種ツールを活用した安全施策の展開

　【建設事業】
　　情報通信工事

　　土 木 工 事

経経経経営営営営成成成成績績績績及及及及びびびび財財財財政政政政状状状状態態態態

  当連結会計年度におけるわが国の経済は、海外経済の回復を背景に、企業収益が大幅に改
善するなど民間需要を中心に着実に回復していましたが、年度終盤にはＩＴ関連業種等の生
産が鈍化し、踊り場的な様相を呈しております。
  当社グループの主な事業領域であります情報通信分野におきましては、ニーズの高度化・
多様化の進展に伴い、ブロードバンドアクセスサービスの本格的普及・拡大に向け、通信事
業者間で価格・サービス両面の競争が熾烈に繰り広げられています。また、固定電話市場に
おいても、移動体通信やＩＰ電話への移行により市場規模が縮小するとともに、新たな通信
事業者が参入するなど全面的な競争時代を迎えています。

  一方、当社グループの主たる取引先であります西日本電信電話株式会社におかれまして
は、レゾナントコミュニケーション環境を実現するため、“光”を中心としたブロードバン
ドサービスの充実と既存サービスの品質・信頼性確保に向け、的確で効率的な設備投資を推
進されています。
  このような状況のなかで、当社グループといたしましては、お客さまとの信頼の絆を深め
「情報通信技術で夢をつなぐソルコム」をキャッチフレーズに生産現場に着目し、

に取り組むとともに、ＩＴ時代を見据えた技術者育成及び事業領域の拡大に向けたノウハウ
の蓄積に努めてまいりました。
  また、当連結会計年度の営業活動につきましては、「営業力・提案力強化に向けた営業体
制の再構築」、「現場作業員によるお客さまニーズの掘起し」及び「工販一体作戦や各種
キャンペーンにおける販売活動」などにソルコムグループとして総力をあげて取り組んでま
いりました。
  その結果、官公庁・民間企業の受注環境は依然厳しいなかで、当連結会計年度における受
注高は４４１億４５百万円（前期比104.3%）、売上高は４０６億６５百万円（前期比
95.1%）となりました。
  一方、損益面につきましては、月次管理の徹底による原価改善、現場技術力の向上による
コスト削減等に努めましたが、「新規事業並びに業務の効率化に向けた設備投資」や「安全
ツールの導入」など各種施策の実施及び売上高の減少により経常利益は１０億７百万円（前
期比67.1%）、当期純利益は２億７４百万円（前期比50.5%）となりました。

　事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりであります。

　移動体通信やIP電話の普及・拡大に伴い、ブロードバンドサービス展開の主軸となる光
ファイバー工事やＢフレッツの工事が増加しており、また、電柱の更改等のインフラ整備工
事も増加しております。
　その結果、受注高は３６１億９７百万円（前期比108.3%）、完成工事高は３２０億５７百
万円（前期比94.6%）となりました。

　官公庁・民間企業の受注環境が依然厳しいなかでの営業活動となり、受注高は１４億２３
百万円（前期比67.0%）、完成工事高は２０億８３百万円（前期比99.7%）となりました。

－５－



　【販売事業】

　【その他の事業】

  (次期の見通し)  (次期の見通し)  (次期の見通し)  (次期の見通し)

（単位：百万円）

  (次期の利益配分に関する見通し)  (次期の利益配分に関する見通し)  (次期の利益配分に関する見通し)  (次期の利益配分に関する見通し)

２．財政状況２．財政状況２．財政状況２．財政状況

 （キャッシュ・フローの状況） （キャッシュ・フローの状況） （キャッシュ・フローの状況） （キャッシュ・フローの状況）

31,100 97.0%

1,600 76.8%

情報通信工事建
設
事
業

土 木 工 事

小　　計

－６－

　OA機器及びソフトウェアの販売活動はもとより、現場作業員によるお客さまニーズの掘起
し、工販一体作戦や各種キャンペーンにおける販売活動をグループ一体となり行った結果、
受注高・売上高は５３億７５百万円（前期比104.7%）となりました。

　不動産関連事業収入の減少により、受注高・売上高は１１億４８百万円（前期比70.3%）
となりました。

  次期の見通しにつきましては、サービス競争とあわせて価格競争という厳しい経営環境の
なかで、地域密着型ビジネスのより積極的な展開、子会社再編による工事施工体制の抜本的
見直し、事業領域拡大に向けた新規事業の展開、諸経費の削減など引き続き取り組み、当社
グループ業績のより一層の向上を目指す所存であります。
  次期の連結業績予想は、売上高３９１億円（前期比96.1%）、経常利益７億２０百万円
（前期比71.4%）、当期純利益３億６０百万円（前期比131.2%）を予想しております。

　事業の種類別売上高の見通しは、次のとおりであります。

事業の種類 売　 上　 高 対 前 期 比

32,700 95.8%

販　売　事　業

そ の 他 の 事 業

5,200 96.7%

1,200 104.5%

合　　　計

  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計
年度末に比べ１億４２百万円減少し、当連結会計年度は４７億６９百万円となりました。

  利益配分につきましては、経営基盤の更なる強化のための内部留保を充実するとともに、
安定した株主配当を継続して行い、有効活用に努めたいと考えております。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり
ます。

39,100 96.1%



 （営業活動によるキャッシュ・フロー） （営業活動によるキャッシュ・フロー） （営業活動によるキャッシュ・フロー） （営業活動によるキャッシュ・フロー）

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） （投資活動によるキャッシュ・フロー） （投資活動によるキャッシュ・フロー） （投資活動によるキャッシュ・フロー）

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） （財務活動によるキャッシュ・フロー） （財務活動によるキャッシュ・フロー） （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　なお、当企業集団のキャッシュ・フローのトレンドは次のとおりです。
　

自己資本比率（％）
時価ベースの自己資本比率（％）
債務償還年数（年）
インタレスト・ガバレッジ・レシオ

自己資本比率（％） ：　自己資本／総資本
時価ベースの自己資本比率（％） ：　株式時価総額／総資産
債務償還年数（年） ：　有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・ガバレッジ・レシオ ：　営業キャッシュ・フロー／利払い
　※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。
　※ キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は
　　 連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象
　　 としております。
　　 なお、第５６期連結会計年度においては、営業活動によるキャッシュ・フローが
　　 マイナスのため債務償還年数及びインタレスト・ガバレッジ・レシオの記載を省略
　　 しております。

  重要な後発事象  重要な後発事象  重要な後発事象  重要な後発事象

  該当事項はありません。

　当連結会計年度における営業活動により獲得した資金は１０億７５百（前期比40.7%）と
なりました。
　これは、主に、未成工事受入金の減少による支出５億４７百万円及び法人税等の支払が
５億２５百万円あったものの、税金等調整前当期純利益７億７１百万円、減価償却費６億
８１百万円、及び未成工事支出金の減少２億４１百万円となったため、獲得した資金は
１０億７５百万円となりました。
　前連結会計年度と比較すると、未成工事受入金の減少が８億８９百万円、及び法人税等の
支払額が４億５５百万円増加したこと等により、営業活動によるキャッシュ・フローは１５
億６４百万円の減少となりました。

　当連結会計年度において投資活動に使用した資金は８億１６百万円となりました。
　これは、主に、有形固定資産の取得による支出７億３百万円及び投資有価証券の取得によ
る支出４億２３百万円が、有形固定資産の売却による収入８１百万円及び貸付金の回収によ
る収入１億７百万円を上回ったことによるものであります。

　当連結会計年度において財務活動に使用した資金は４億１百万円となりました。
　これは、主に、短期借入金純増加５４百万円及び長期借入による収入３億４４百万円増加
したものの、長期借入金の返済が５億９４百万円となったためであります。

第５６期 第５７期 第５８期
平成14年12月期 平成15年12月期 平成16年12月期

67.9 67.7 68.8
17.4 19.0 24.8
－ 0.7 1.5
－ 85.3 41.3

－７－



     (単位:千円)
期      別

  （平成16年12月31日)   （平成15年12月31日)   比較増減
科      目 金      額 構成比 金      額 構成比 （△）
【 資   産   の   部 】 ％ ％

流   動   資   産流   動   資   産流   動   資   産流   動   資   産 16,567,27016,567,27016,567,27016,567,270            49.749.749.749.7 17,172,64617,172,64617,172,64617,172,646            50.850.850.850.8 △ 605,375605,375605,375605,375

現 金 預 金 4,452,246     4,545,474     △ 93,228
受取手形・完成工事未収入金等 6,445,529     6,630,830     △ 185,301
有 価 証 券 339,385       396,782       △ 57,396
商 品 407,504       377,249       30,255
未 成 工 事 支 出 金 3,562,998     3,804,996     △ 241,998
そ の 他 た な 卸 資 産 853,686       877,439       △ 23,753
繰 延 税 金 資 産 127,482       121,614       5,868
そ の 他 399,000       439,275       △ 40,274
貸 倒 引 当 金 △20,563      △21,017       453

    
固   定   資   産固   定   資   産固   定   資   産固   定   資   産 16,776,82416,776,82416,776,82416,776,824            50.350.350.350.3 16,649,56816,649,56816,649,56816,649,568            49.249.249.249.2 127,256127,256127,256127,256

      
有  形  固  定  資  産有  形  固  定  資  産有  形  固  定  資  産有  形  固  定  資  産 11,631,31011,631,31011,631,31011,631,310            34.934.934.934.9 11,707,91711,707,91711,707,91711,707,917            34.634.634.634.6 △△△△ 76,60776,60776,60776,607
建 物 ・ 構 築 物 4,105,072     4,325,703     △ 220,631
機械・運搬具・工具器具備品 889,288       748,243       141,044
土 地 6,636,950     6,614,262     22,687
建 設 仮 勘 定 -            19,707        △ 19,707

      
無  形  固  定  資  産無  形  固  定  資  産無  形  固  定  資  産無  形  固  定  資  産 214,909214,909214,909214,909                        0.60.60.60.6 340,917340,917340,917340,917                        1.01.01.01.0 △△△△ 126,008126,008126,008126,008
ソ フ ト ウ ェ ア 199,936       284,367       △ 84,431
電 話 加 入 権 8,477         48,987        △ 40,509
そ の 他 6,494         7,562         △ 1,067

投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産 4,930,6054,930,6054,930,6054,930,605                14.814.814.814.8 4,600,7324,600,7324,600,7324,600,732                13.613.613.613.6 329,872329,872329,872329,872
投 資 有 価 証 券 3,608,266     3,222,628     385,638
繰 延 税 金 資 産 970,646       890,817       79,829
そ の 他 投 資 等 484,442       587,732       △ 103,289
貸 倒 引 当 金 △132,751     △100,445     △ 32,305

    

資     産     合     計資     産     合     計資     産     合     計資     産     合     計 33,344,09533,344,09533,344,09533,344,095            100.0100.0100.0100.0 33,822,21433,822,21433,822,21433,822,214            100.0100.0100.0100.0 △△△△ 478,119478,119478,119478,119

連連連連 結結結結 貸貸貸貸 借借借借 対対対対 照照照照 表表表表 (1)(1)(1)(1)

当 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度

－８－



   (単位:千円)
期      別

  （平成16年12月31日)   （平成15年12月31日)   比較増減
科      目 金      額 構成比 金      額 構成比 （△）
【 負   債   の   部 】 ％ ％

流   動   負   債流   動   負   債流   動   負   債流   動   負   債 6,078,6596,078,6596,078,6596,078,659                18.218.218.218.2 6,521,4406,521,4406,521,4406,521,440                19.319.319.319.3 △△△△ 442,780442,780442,780442,780
 

支払手形・工事未払金等 2,938,065     2,953,735     △ 15,670
短 期 借 入 金 1,182,002     1,278,817     △ 96,815
未 払 法 人 税 等 416,190       367,888       48,301
未 払 消 費 税 等 156,823       159,311       △ 2,487
未 払 費 用 79,142        60,277        18,865
未 成 工 事 受 入 金 513,982       1,061,109     △ 547,127
完 成 工 事 補 償 引 当 金 6,041         8,043         △ 2,001
賞 与 引 当 金 146,532       127,339       19,193
そ の 他 639,879       504,918       134,961

 
固   定   負   債固   定   負   債固   定   負   債固   定   負   債 4,060,2854,060,2854,060,2854,060,285                12.212.212.212.2 4,130,8224,130,8224,130,8224,130,822                12.212.212.212.2 △△△△ 70,53770,53770,53770,537

長 期 借 入 金 445,582       544,623       △ 99,041
退 職 給 付 引 当 金 3,358,871     3,268,090     90,780
役員等退職給与引当金 213,624       231,959       △ 18,334
連 結 調 整 勘 定 39,406        82,622        △ 43,216
そ の 他 2,801         3,527         △ 726

負   債   合   計負   債   合   計負   債   合   計負   債   合   計 10,138,94410,138,94410,138,94410,138,944            30.430.430.430.4 10,652,26210,652,26210,652,26210,652,262            31.531.531.531.5 △△△△ 513,317513,317513,317513,317

【 少 数 株 主 持 分 】

少  数  株  主  持  分少  数  株  主  持  分少  数  株  主  持  分少  数  株  主  持  分 274,876274,876274,876274,876                        0.80.80.80.8 265,663265,663265,663265,663                        0.80.80.80.8 9,2139,2139,2139,213
 

【 資   本   の   部 】  

資        本        金 2,324,732     7.0 2,324,732     6.9 -
資   本   剰   余   金 1,462,365     4.4 1,461,738     4.3 627
利   益   剰   余   金 18,569,076    55.7 18,504,323    54.7 64,752
その他有価証券評価差額金 802,740       2.4 808,383       2.4 △ 5,643
自    己     株     式 △228,642     △0.7 △194,890     △0.6 △ 33,751

資   本   合   計資   本   合   計資   本   合   計資   本   合   計 22,930,27322,930,27322,930,27322,930,273            68.868.868.868.8 22,904,28822,904,28822,904,28822,904,288            67.767.767.767.7 25,98525,98525,98525,985

負 債・少 数 株 主 持 分負 債・少 数 株 主 持 分負 債・少 数 株 主 持 分負 債・少 数 株 主 持 分 33,344,09533,344,09533,344,09533,344,095            100.0100.0100.0100.0 33,822,21433,822,21433,822,21433,822,214            100.0100.0100.0100.0 △△△△ 478,119478,119478,119478,119
及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度

連連連連 結結結結 貸貸貸貸 借借借借 対対対対 照照照照 表表表表 (2)(2)(2)(2)

－９－



　(単位:千円)
 

年  度  別      (平成16年１月１日)      (平成15年１月１日)   比較増減
     (平成16年12月31日)      (平成15年12月31日) （△）

科      目 金       額 比率 金       額 比率 金    額

売    上    高売    上    高売    上    高売    上    高 40,665,75540,665,75540,665,75540,665,755            100.0100.0100.0100.0 42,749,07642,749,07642,749,07642,749,076            100.0100.0100.0100.0 △△△△ 2,083,3202,083,3202,083,3202,083,320
完 成 工 事 高 34,141,526    35,982,440    △ 1,840,913
兼 業 事 業 売 上 高 6,524,229     6,766,636     △ 242,406

売  上  原  価売  上  原  価売  上  原  価売  上  原  価 36,788,72936,788,72936,788,72936,788,729            90.590.590.590.5 38,385,47838,385,47838,385,47838,385,478            89.889.889.889.8 △△△△ 1,596,7481,596,7481,596,7481,596,748
完 成 工 事 原 価 31,357,413    32,916,760    △ 1,559,347
兼 業 事 業 売 上 原 価 5,431,316     5,468,717     △ 37,400

売 上 総 利 益売 上 総 利 益売 上 総 利 益売 上 総 利 益 3,877,0263,877,0263,877,0263,877,026                9.59.59.59.5 4,363,5984,363,5984,363,5984,363,598                10.210.210.210.2 △△△△ 486,571486,571486,571486,571
完 成 工 事 総 利 益 2,784,113     3,065,679     △ 281,566
兼 業 事 業 売 上 総 利 益 1,092,913     1,297,918     △ 205,005

販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費 3,158,2973,158,2973,158,2973,158,297                7.77.77.77.7 3,096,7793,096,7793,096,7793,096,779                7.27.27.27.2 61,51861,51861,51861,518

営    業    利    益営    業    利    益営    業    利    益営    業    利    益 718,728718,728718,728718,728                        1.81.81.81.8 1,266,8181,266,8181,266,8181,266,818                3.03.03.03.0 △△△△ 548,090548,090548,090548,090

営 業 外 収 益営 業 外 収 益営 業 外 収 益営 業 外 収 益 411,130411,130411,130411,130                        1.01.01.01.0 371,639371,639371,639371,639                        0.80.80.80.8 39,49039,49039,49039,490
受 取 利 息 11,999        12,131        △ 131
受 取 配 当 金 45,408        42,711        2,697
建 物 ・ 機 械 等 賃 貸 料 142,744       172,344       △ 29,599
受 入 報 奨 金 2,902         1,814         1,087
配 送 手 数 料 85,110        83,361        1,749
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 43,216        43,216                 －
持分法による投資利益 25,887        － 25,887
そ の 他 53,859        16,058        37,801

営 業 外 費 用営 業 外 費 用営 業 外 費 用営 業 外 費 用 122,027122,027122,027122,027                        0.30.30.30.3 135,921135,921135,921135,921                        0.30.30.30.3 △△△△ 13,89313,89313,89313,893
支 払 利 息 26,072        32,170        △ 6,098
持分法による投資損失 － 18,676        △ 18,676
そ の 他 95,955        85,074        10,881

経    常    利    益経    常    利    益経    常    利    益経    常    利    益 1,007,8301,007,8301,007,8301,007,830                2.52.52.52.5 1,502,5361,502,5361,502,5361,502,536                3.53.53.53.5 △△△△ 494,705494,705494,705494,705

特  別  利  益特  別  利  益特  別  利  益特  別  利  益 114,549114,549114,549114,549                        0.30.30.30.3 474,894474,894474,894474,894                        1.11.11.11.1 △△△△ 360,344360,344360,344360,344
前 期 損 益 修 正 益 11,438        21,444        △ 10,005
固 定 資 産 売 却 益 17,714        10,610        7,104
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,654         421,434       △ 419,779
清 算 配 当 金 50,661        － 50,661
そ の 他 特 別 利 益 33,079        21,405        11,674

特  別  損  失特  別  損  失特  別  損  失特  別  損  失 351,187351,187351,187351,187                        0.90.90.90.9 999,467999,467999,467999,467                        2.32.32.32.3 △△△△ 648,279648,279648,279648,279
前 期 損 益 修 正 損 38,241        23,580        14,661
固 定 資 産 除 却 損 37,997        88,142        △ 50,144
固 定 資 産 売 却 損 7,912         2,333         5,578
投 資 有 価 証 券 売 却 損 50            11,069        △ 11,018
投 資 有 価 証 券 評 価 損 18,304        44,045        △ 25,740
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 1,450         4,639         △ 3,189
電 話 加 入 権 評 価 損 40,477        － 40,477
支 線 改 修 工 事 負 担 金 － 549,606       △ 549,606
ク ロ ー ジ ャ ー 点 検 費 120,368       － 120,368
そ の 他 特 別 損 失 86,383        276,051       △ 189,667

税税税税金金金金等等等等調調調調整整整整前前前前当当当当期期期期純純純純利利利利益益益益 771,193771,193771,193771,193                        1.91.91.91.9            977,963977,963977,963977,963                        2.32.32.32.3            △△△△ 206,770206,770206,770206,770

法人税、住民税及び事業税 566,487       1.4   391,500       1.0   174,987
法 人 税 等 調 整 額 △81,865      △0.2 35,872        0.0   △ 117,738
少 数 株 主 利 益 12,150        0.0   6,996         0.0   5,153

当    期    純    利    益当    期    純    利    益当    期    純    利    益当    期    純    利    益 274,421274,421274,421274,421 0.70.70.70.7            543,594543,594543,594543,594 1.31.31.31.3            △△△△ 269,172269,172269,172269,172
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当 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度

連連連連 結結結結 損損損損 益益益益 計計計計 算算算算 書書書書



  連 結 剰 余 金 計 算 書  連 結 剰 余 金 計 算 書  連 結 剰 余 金 計 算 書  連 結 剰 余 金 計 算 書
　(単位:千円)

             年  度  別  当 連 結 会 計 年 度  前 連 結 会 計 年 度
    (平成16年１月１日)     (平成15年１月１日) 比較増減
    (平成16年12月31日)     (平成15年12月31日)  

科      目     金       額      金       額  (△)

（（（（ 資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 のののの 部部部部 ））））
1,461,7381,461,7381,461,7381,461,738                                    1,461,7381,461,7381,461,7381,461,738                                             －

627627627627                                                                     － 627627627627

自 己 株 式 処 分 差 益 627                         － 627

1,462,3651,462,3651,462,3651,462,365                                    1,461,7381,461,7381,461,7381,461,738                                    627627627627

（（（（ 利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 のののの 部部部部 ））））
18,504,32318,504,32318,504,32318,504,323                                18,142,91918,142,91918,142,91918,142,919                                361,403361,403361,403361,403                    

274,421274,421274,421274,421                                            543,594543,594543,594543,594                                            △△△△ 269,172269,172269,172269,172                    

当 期 純 利 益 274,421            543,594            △ 269,172     

209,668209,668209,668209,668                                            182,190182,190182,190182,190                                            27,47827,47827,47827,478                        

株 主 配 当 金 171,712            175,042            △ 3,330       
役 員 賞 与 金 37,956             7,147              30,809      

18,569,07618,569,07618,569,07618,569,076                                18,504,32318,504,32318,504,32318,504,323                                64,75264,75264,75264,752                        
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ⅠⅠⅠⅠ 資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 期期期期 首首首首 残残残残 高高高高

ⅣⅣⅣⅣ 利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 期期期期 末末末末 残残残残 高高高高

ⅡⅡⅡⅡ 資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 期期期期 末末末末 残残残残 高高高高

ⅠⅠⅠⅠ 利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 期期期期 首首首首 残残残残 高高高高

ⅡⅡⅡⅡ 利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 増増増増 加加加加 高高高高

ⅢⅢⅢⅢ 利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 減減減減 少少少少 高高高高

ⅡⅡⅡⅡ 資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金 増増増増 加加加加 高高高高



　　　　　　　　　　  連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書　　　　　　　　　　  連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書　　　　　　　　　　  連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書　　　　　　　　　　  連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
　　　　  (単位:千円)

             年  度  別  当 連 結 会 計 年 度  前 連 結 会 計 年 度
 (平成16年１月１日)  (平成15年１月１日)
 (平成16年12月31日)  (平成15年12月31日)

科      目    金       額    金       額
ⅠⅠⅠⅠ 営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 771,193 977,963
減 価 償 却 費 681,731 741,412
連 結 調 整 勘 定 償 却 費 △ 43,216 △ 43,216
貸倒引当金の増加・減少（△）額 31,851 △ 56,470
退 職 給付引当金の増加・減少（△ ）額 90,780 257,632
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 57,408 △ 54,843
支 払 利 息 26,072 32,170
持分法による投資損失・利益（△） △ 25,887 18,676
有 形 固 定 資 産 売 却 損 ・ 益 （ △ ） △ 9,802 △ 8,277
支 線 改 修 工 事 負 担 金             － 549,606
ク ロ ー ジ ャ ー 点 検 費 120,368             －
投 資 有 価 証 券 売 却 損 ・ 益 （ △ ） △ 1,603 △ 410,364
電 話 加 入 権 評 価 損 40,477             －
売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 （ △ ） 額 156,549 △ 514,318
未成工事支出金の減少・増加（△）額 241,998 526,865
たな卸資産の減少・増加（△）額 134,670 445,940
仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ 15,670 △ 132,456
未成工事受入金の増加・減少（△）額 △ 547,127 342,319
そ の 他 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 95,605 574,288

小        計 1,690,583 3,246,929
支 線 改 修 工 事 負 担 金 の 支 払 額             － △ 549,606
ク ロ ー ジ ャ ー 点 検 費 の 支 払 額 △ 120,368             －
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 57,293 44,313
利 息 の 支 払 額 △ 26,022 △ 30,940
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 525,762 △ 70,239

 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー 1,075,7221,075,7221,075,7221,075,722 2,640,4562,640,4562,640,4562,640,456

ⅡⅡⅡⅡ 投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 703,828 △ 188,679
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 81,672 52,106
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 423,359 △ 5,300
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 16,073 513,817
貸 付 け に よ る 支 出 △ 10,500 △ 91,275
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 107,151 191,330
そ の 他 116,243 53,957

 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー △ 816,547816,547816,547816,547 525,957525,957525,957525,957

ⅢⅢⅢⅢ 財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 金 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 54,500 △ 344,500
長 期 借 入 金 に よ る 収 入 344,410 80,000
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 594,766 △ 448,182
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 35,060 △ 118,499
子会社の自己株式取得による支出             －             －
配 当 金 の 支 払 額 △ 171,712 △ 175,042
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 1,293 △ 1,903
そ の 他 1,935             －

 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロー △ 401,985401,985401,985401,985 △ 1,008,1281,008,1281,008,1281,008,128

ⅣⅣⅣⅣ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額現金及び現金同等物の増加・減少（△）額現金及び現金同等物の増加・減少（△）額現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 △ 142,810142,810142,810142,810 2,158,2862,158,2862,158,2862,158,286
ⅤⅤⅤⅤ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 4,912,1484,912,1484,912,1484,912,148 2,753,8612,753,8612,753,8612,753,861
ⅥⅥⅥⅥ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 4,769,3374,769,3374,769,3374,769,337 4,912,1484,912,1484,912,1484,912,148
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連結財務諸表作成のための基本となる事項連結財務諸表作成のための基本となる事項連結財務諸表作成のための基本となる事項連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社     ９社

友和工業㈱、㈱シー・エス・シー中国、成建工業㈱、㈱松陽建設、中国通信資材㈱、㈱ヒロツウ、
アイネット通信㈱、光和エンジニアリング㈱、㈱電通資材

（注） ㈱松陽建設、㈱ヒロツウ及び光和エンジニアリング㈱の３社は、平成１６年１２月３１日
　　　 付で解散いたしました。

２．持分法の適用に関する事項

　持分法適用会社    関連会社  ２社     ㈱ネオ・セック、㈱ハイエレコン

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

４．会計処理基準に関する事項

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券    

その他有価証券

ｱ 時価のあるもの

ｲ 時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産

ｱ
ｲ 個別法による原価法
ｳ

最終仕入原価法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

① 主として定率法
② 定額法

　ただし、自社使用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
 （５年）に基づく定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

①

②

③賞 与 引 当 金

完成工事補償引当金
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従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度
に負担する額を計上しております。

無 形 固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

その他たな卸資産
販売用不動産、不動産
事業支出金、仕掛品 個別法による原価法

材 料 貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事高に実績繰入率
を乗じた額を計上しております。

移動平均法による原価法
未 成工 事支 出金

　連結子会社の内８社は事業年度末日と連結決算日は一致しております。なお、㈱電通資材の決算日は
３月３１日でありますが、連結財務諸表の作成に当っては、連結決算日１２月３１日現在で実施した仮
決算に基づく財務諸表を使用しております。

商 品



④退職給付引当金

⑤

(4) 重要なリース取引の処理方法    

  (5) 消費税等の会計処理

　消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債は全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

　連結調整勘定の償却は、５年間の均等償却を行っております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

役員等退職給与引当金 役員並びに理事の退職給与金の支給に備えて、内規による当連会計年度
末要支給額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務債務は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（１４年）による定額法により費用処理してお
ります。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（１４年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中において確定した利益処分に基づ
いて作成しております。

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資としております。
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（ 注 記 事 項 ）（ 注 記 事 項 ）（ 注 記 事 項 ）（ 注 記 事 項 ）

１．連結貸借対照表関係

(1) 有形固定資産の減価償却累計額         
 （当連結会計年度） （前連結会計年度）

千円 千円

(2) 担保資産及び担保付債務                            

　担保に供している資産  
建　　　物 千円 千円
土　　　地 千円 千円
　計 千円 千円

  担保付債務  
短期借入金 千円 千円
長期借入金 千円 千円

(3) 期末日満期手形                           

　連結会計年度末日が金融機関の休日につき、連結会計年度末日満期手形は手形交換日に入金の
処理をする方法によっております。
　当連結会計年度末日満期手形金額は次のとおりであります。

 
受取手形 千円 千円

２．連結損益計算書関係

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円
千円 千円

３．連結キャッシュ・フロ－計算書関係

    現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次の
とおりであります。

 （当連結会計年度） （前連結会計年度）
現金及び預金勘定 千円 千円
有価証券勘定に含まれるマネ－･マネ－ジメント･ファンド 千円 千円

千円 千円
現金及び現金同等物 千円 千円

４．リース取引に関する事項

　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

1,165

1,263,514

217,350
157,672

 （当連結会計年度）

 （当連結会計年度）

59,599
133,120

8,819,787 9,083,692

1,278,729

19,84317,300

4,545,474
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4,912,1484,769,337

4,452,246

300,000
17,090

有価証券勘定に含まれる実績配当型合同運用指定金銭信託
66,673
300,000

2,857,683
1,645,953

（前連結会計年度）

退 職 給 付 費 用

従 業 員 給 料 手 当
28,758
153,605

163,053
72,784

1,341,917

（前連結会計年度）

 （当連結会計年度）

 （当連結会計年度）

（前連結会計年度）

（前連結会計年度）

128,615
337,170

1,200,186
1,578,953

2,846,140

41,357

398,421
192,555

46,319
214,599
155,088
16,048
369,883
186,387租 税 公 課

賞 与 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
減 価 償 却 費

法 定 福 利 費
通 信 交 通 費

役員等退職給与引当金繰入額



５．有価証券関係

(1)その他有価証券で時価のあるもの

当連結会計年度末

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差     額

株　式 1,304,912千円 2,852,869千円 1,547,957千円
債　券    22,000千円    22,294千円       294千円
その他    11,854千円    12,636千円       782千円
 小計 1,338,766千円 2,887,800千円 1,549,034千円

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差     額

株　式   609,600千円   408,350千円 △201,249千円
債　券      －  千円      －  千円      －  千円
その他      －  千円      －  千円      －  千円
 小計   609,600千円   408,350千円 △201,249千円
 合計 1,948,366千円 3,296,151千円 1,347,784千円

前連結会計年度末

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差     額

株　式   741,143千円 2,279,965千円 1,538,822千円
債　券    49,673千円    52,323千円     2,650千円
その他      －  千円      －  千円      －  千円
 小計   790,816千円 2,332,289千円 1,541,472千円

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

種  類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差     額

株　式 (注)   785,529千円   601,631千円 △183,898千円
債　券      －  千円      －  千円      －  千円
その他    11,854千円    11,540千円 △    314千円
 小計   797,383千円   613,171千円 △184,212千円
 合計 1,588,200千円 2,945,460千円 1,357,259千円

（注） 当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損18,172千円を計上しております。

(2)連結会計年度中に売却したその他有価証券
　当連結会計年度末 　前連結会計年度末

売却額    16,073千円   503,019千円
売却益の合計額     1,654千円   421,434千円
売却損の合計額        50千円    11,069千円

－16－



(3)時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他の有価証券 当連結会計年度末 前連結会計年度末

非上場株式 241,122千円 239,877千円
マネ－・マネ－ジメント・ファンド  17,090千円  66,673千円
実績配当型合同運用指定金銭信託 300,000千円 300,000千円

(4)その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額（平成１６年１２月３１日）

  １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内
債権
国債・地方債等      -   千円      -   千円      -   千円
社債    22,000千円      -   千円      -   千円
その他      -   千円      -   千円      -   千円

その他      -   千円      -   千円      -   千円
   合計    22,000千円      -   千円      -   千円

６．デリバティブ取引関係

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。

７．退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の適格退職年金制度を設け、連結子会社は退職一時金制度を設けているほか、
建設業退職金共済組合及び中小企業退職金共済組合に加入しております。
また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

（２）退職給付債務に関する事項
 （当連結会計年度）  （前連結会計年度）

退職給付債務 △ 千円 △ 千円
年金資産 千円 千円
未積立退職給付債務 △ 千円 △ 千円
会計基準変更時差異の未処理額 千円 千円
未認識数理計算上の差異 千円 千円
未認識過去勤務債務 △ 千円 △ 千円
連結貸借対照表計上額 △ 千円 △ 千円
前払年金費用 千円 千円
退職給付引当金 △ 千円 △ 千円

（３）退職給付費用に関する事項
 （当連結会計年度）  （前連結会計年度）

勤務費用（注） 千円 千円
利息費用 千円 千円
期待運用収益 △ 千円 △ 千円
会計基準変更時差異の費用処理額 千円 千円
数理計算上の差異の費用処理額 千円 千円
過去勤務債務の費用処理額 △ 千円 △ 千円
退職給付費用 千円 千円

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
 （当連結会計年度）  （前連結会計年度）

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準
割引率 2.0% 2.0%
期待運用収益率 1.0% 2.0%
過去勤務債務の額の処理年数 14年 14年
数理計算上の差異の処理年数 14年 14年

201,332

353,202
1,834,247

10,149,329
5,309,412

4,848,582

3,268,090

1,961,763
381,271

488,718
208,607

167,544

－

103,805

11,695
708,037

427,701

4,839,916

28,069
159,394

3,358,871

52,321

3,358,871

－17－

－
3,268,090

－ －

749,369

5,232,174

－

10,080,757

－



８．税効果会計関係

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
 （当連結会計年度）   （前連結会計年度）

繰延税金資産
退職給付引当金繰入超過額 千円 千円
役員等退職給与引当金 千円 千円
資本連結による評価差額 千円 千円
投資有価証券評価損 千円 千円
貸倒引当金超過額 千円 千円
連結における未実現利益の修正に伴う額 千円 千円
固定資産減価償却超過額 千円 千円
その他 千円 千円

繰延税金資産小計 千円 千円
評価性引当金 千円 千円

繰延税金資産合計 千円 千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △ 千円 △ 千円
その他有価証券評価差額金 △ 千円 △ 千円

繰延税金負債合計 △ 千円 △ 千円

繰延税金資産の純額 千円 千円

上記金額は、千円未満の金額を切り捨てて表示しております。

836,302

△ 5,783

259,198
43,866

548,875

1,848,735

56,715

47,612

1,920,100

276,926

△ 66,826

－18－

18,796

821,970

29,876

166,938
121,752

1,098,129 1,012,432

545,044

121,752
184,855

1,088,892
86,992 93,277

287,426

1,106,680

32,799

381,438
1,986,927 1,854,518



セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報 　（単位：千円）
期間

 

科目
１．売上高
 (1) 外部顧客に対する売上高
 (2) セグメント間の内部売上高
     又は振替高
計

  営業費用
営業利益
Ⅱ．資産、減価償却費、及び
    資本的支出
資      産
減価償却費
資本的支出

　（単位：千円）
期間

 

科目
１．売上高
 (1) 外部顧客に対する売上高
 (2) セグメント間の内部売上高
     又は振替高
計

  営業費用
営業利益
Ⅱ．資産、減価償却費、及び
    資本的支出
資      産
減価償却費
資本的支出

(注) 1.事業区分の方法は､連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。
     2.営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は6億59百万円であり、
       その主なものは提出会社の経営企画部等管理部門に係る費用であります｡
     3.資産のうち消去又は全社に含めた全社資産の金額は14億97百万円であり､その主なものは親
       会社本社の管理部門等に係る資産であります｡
     4.各事業区分に関する主要な内容
         (1)建設事業        情報通信工事、土木工事
         (2)販売事業        ＯＡ機器の販売､情報通信工事用資材の販売､ソフトウェアの開発及び
                            販売に関する事業
         (3)その他の事業    不動産関連、警備、運送及びリースに関する事業

２．所在地別セグメント情報
当連結会計年度（平成16年1月1日～平成16年12月31日）及び
前連結会計年度（平成15年1月1日～平成15年12月31日）
在外連結子会社がないため、記載しておりません。

３．海外売上高
当連結会計年度（平成16年1月1日～平成16年12月31日）及び
前連結会計年度（平成15年1月1日～平成15年12月31日）
海外売上高がないため、記載しておりません。

-

全社

(3,752,871)3,752,871

40,665,755

-

40,665,755 -

184,757

連   結

当連結会計年度（平成16年１月１日～平成16年12月31日）

全社
その他の

87,997

建設事業 販売事業

34,141,526 5,375,797 1,148,432

事業

1,443,838

2,522

計 消去又は

699,291
182,234

32,378,375

1,266,818

-

42,121
33,822,214

42,749,076
（3,044,805） 41,482,257
（  707,178）

（3,751,983）

741,412

44,527,063
1,700,705

1,973,996

46,501,060

2,329,649

事業
計 連   結消去又は

35,982,440

建設事業 その他の販売事業

前連結会計年度（平成15年１月１日～平成15年12月31日）

3,684,447 67,536 3,751,983 （3,751,983）

42,749,07642,749,0761,633,169

8,860,502 1,506,009
△42,588 194,696

2,784,270

32,558,544

- 3,709,522 43,349
34,141,526 9,085,319 1,191,781

38,068643,663
2,995,109 2,294,555 31,846,978

44,418,627
9,303,356 1,178,712

1,582,981

1,497,116

20,316

－19－

784,603

718,728

(3,752,871) 40,665,755

△ 218,037 13,069 1,378,013 (659,285)
43,040,614 39,947,027(3,093,586)

764,287
681,731

33,344,095
409,596 36,803 197,263
432,380 19,502 312,403

26,557,313

27,264,455

34,160,550

35,982,440 5,133,466

8,817,913
-

ｾｸﾞﾒﾝﾄ

1,821,889

91,358

ｾｸﾞﾒﾝﾄ

195,76838,270
2,878

465,252



売上高、受注高及び受注残高の内訳売上高、受注高及び受注残高の内訳売上高、受注高及び受注残高の内訳売上高、受注高及び受注残高の内訳

　（単位：千円）
　

（注）　記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

3,479,548100.0%

　　　－　　－

　　　　　－

　　　　　－

20,746,856

20,746,856

3.8%

100.0% 17,267,308小　　計

1,443,461土 木 工 事 783,381

44,145,304

建
設
事
業

19,963,475情報通信工事

合　　計

5,375,797

1,148,432

40,665,755

建
設
事
業

情報通信工事 36,197,238

土 木 工 事 1,423,836

そ の 他 の 事 業

1,148,432 2.8% 1,633,169

合　　計 100.0% 42,749,076

13.2% 5,133,466

そ の 他 の 事 業

32,057,609 78.9%

5.1%土 木 工 事

情報通信工事

2,083,916

小　　計 34,141,526

5,375,797

3.8% △

12.0%

4.9% △ 5,889

平成15年 1月 1日
平成15年12月31日事業の種類別

受

注

高

販 売 事 業

当連結会計年度 前連結会計年度
比 較 増 減期間 自 平成16年 1月 1日 自

平成16年12月31日 至
金　　額 構成比 金　　額

至
構成比 金　額

建
設
事
業

33,892,634 79.3% △ 1,835,024

2,089,805

84.2% △

売

上

高

84.0% 1,840,913

販 売 事 業

35,982,440

484,737

△

242,331

100.0% 2,083,320

82.0%

3.2%

小　　計 85.2%37,621,074

2,774,172

2,125,957 5.0% △

33,423,065 79.0%

702,120

35,549,022 84.0% 2,072,052

484,737

12.2% 5,133,466 12.1% 242,331

2.6% 1,633,169 3.9% △

100.0% 42,315,658 100.0%

91.6%96.2% 15,823,847 4,139,628

1,829,645

　　　　　－

660,080

100.0% 3,479,548

8.4% △

　　－ 　　　－

そ の 他 の 事 業 　　－ 　　　　　－

－20－

合　　計 100.0% 17,267,308

受

注

残

高

販 売 事 業 　　－


